
　北海道教育委員会教育長告示第67号

　　平成26年北海道教育委員会教育長告示第22号（北海道補助金等交付規則に

　定める申請書の様式（教育委員会所管分））の一部を次のように改正する。

　　　令和７年６月18日

　　　　　　　　　　　　北海道教育委員会教育長　中　島　俊　明

　　教育第33号様式を次のように改める。
教育第33号様式（第３条の２第２項、第５条第１項、第14条）
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*1
*2 土曜日、日曜日・祝日、長期休業期間中の平日を含む

校内交流型は◎、連携型は■、放課後児童クラブの実施がない場合は「―」、その他の場合は空欄を選択してください。
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令和　年度学校・家庭・地域連携協力推進事業（放課後子供教室）事業計画（実績）書
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対象とする学校種・学校数 放課後児童クラブとの連携
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主な内容・プログラム主な内容・プログラム

市町村名

（単位：円）

運営委員会等
設置

統括的な地域学
校協働活動推進
員（統括コーディ
ネーターを含む）
配置経費

地域学校協働活
動推進員（地域
コーディネーター
を含む）経費

放課後子供教室実
施・運営経費

備品整備経
費

１市町村当たり上
限
407,000円

１市町村当たり上
限
740,000円

１教室当たり上限
740,000円

１教室当たり上限
119日以下
509,000円
120日～239日
1,019,000円
240日以上
2,037,000円

※開設初年度
であることを確
認
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*1　今年度が開設初年度又は放課後児童クラブと連携型実施初年度の場合、○をつけてください。

地域学校協
働活動推進
員（地域コー
ディネーター
を含む）経費

放課後子供
教室実施・運
営経費（協働
活動支援員
等、消耗品費
等）

備品整備経
費
※１教室当た
り上限
210,000円（開
設初年度に
放課後児童ク
ラブとの連携
型として実施
する場合
420,000円）

　　　計
Ｄ（合計欄、
Ａと同額）

令和　年度学校・家庭・地域の連携協力推進事業（放課後子供教室）事業計画（実績）書
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寄付金その
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市
町
村
名

開設
初年
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携型
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初年
度
*1

年間
実施
日数

補助対象経費 補助基準により算出した額

合計

注１　この様式は、学校・家庭・地域の連携協力推進事業（放課後子供教室）に要する経費に係る補助金の交付を申請し、又は当該補助金に関し実績報告をする場合に使用すること。

 　２　実施する教室の数にあわせて適宜記入欄を増やすこと。

　　　　計
Ｅ（合計欄）

補助基本額
Ｆ（ＣとＥを比
較して少ない
方の額）

道補助額
（Ｆ×2/3以
内）＝Ｇ
（千円未満
切捨て）

備考
教室名

運営委員会
（学校区毎の
協議会含む）
設置経費

統括的な地
域学校協働
活動推進員
（統括コーディ
ネーターを含
む）配置経費
※１市町村１
名配置を目
安



　　教育第53号様式を次のように改める。

市 町 村 名 区 分

支 出 予 定 額 ①
寄付金その他の
収入額②

差引額
（①－②）＝③

円 円 円 支出予定額①内訳

（１）推進・運営委員会 推進・運営委員会

　①委員数 人 円

　②委員会の開催回数 回

（２）統括的な地域学校協働活動推進員の配置

　①配置人数 人 円

　②謝金単価（/時間） 円

（３）地域学校協働活動推進員の配置

　①配置人数 人 円

　②謝金単価（/時間） 円

（４）統括コーディネーターの配置

　①配置人数 人 円

　②謝金単価（/時間） 円

（５）地域コーディネーターの配置

　①配置人数 人 円

　②謝金単価（/時間） 円

（６）協働活動リーダー 協働活動リーダー

　①配置人数 人 円

　②謝金単価（/時間） 円

（７）協働活動サポーター 協働活動サポーター

　①配置人数 人 円

　②謝金単価（/時間） 円

（８）特別支援・共生社会サポーター 特別支援・共生社会サポーター

　①配置人数 人 円

　②謝金単価（/時間） 円

（９）学習支援員 学習支援員

　①配置人数 人 円

　②謝金単価（/時間） 円

その他（消耗品等）

円

（１）研修 研修

　①研修の実施回数 回 円

　②研修の延べ参加人数 人

（２）視察

　①視察実施回数 回 円

　②視察の延べ参加人数 人

円 円 円 円

0 0 0 0

0 視察

0

令和　年度学校・家庭・地域の連携協力推進事業（体制構築）事業計画（実績）書

補助対象経費
道費補助額
（③×2/3以内)
＝④
（千円未満切捨て）

備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　考

統括的な地域学校協働活動推進員

地域学校協働活動推進員

統括コーディネーター

地域コーディネーター

計

体制構築

コミュニティ・スクールと
地域学校協働活動に

関する研修・視察

補助事業等の実施により見込まれる効果（補助事業等の成果
(実施結果））

注１　この様式は、学校・家庭・地域の連携協力推進事業委（体制構築）に要する経費に係る補助金の交付を申請し、又は当該補助金に関し実績報告をする場合に使用すること。

注２　補助事業等交付申請時には、補助事業等の実施により見込まれる効果を、補助事業等実績報告時には、補助事業等の成果を記載すること。

注３　補助事業等の実施により見込まれる効果については、詳細かつ具体的に記載すること。また、補助事業等の成果(実施結果)については、具体的な数値を用いるなど詳細かつ具体的に記載すること。
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令和　年度学校・家庭・地域の連携協力推進事業（体制構築）事業計画（実績）書

市町村名

推進・運営委員会
円

統括的な地域学校協働
活動推進員
(謝金、旅費）

円

地域学校協働活動推進員
(謝金、旅費）

円

統括コーディネーター
(謝金、旅費）

円

円

地域コーディネーター
(謝金、旅費）

円

注１　この様式は、学校・家庭・地域の連携協力推進事業（体制構築）に要する経費に係る補助金の交付を申請し、又は当該補助金に関し実績報告をする場合に
　　使用すること。

    ２　それぞれ経費の内訳については、補助対象経費・対象外経費がわかるよう記載すること。なお、欄に書き切れない場合は、別紙を添付すること。

その他(消耗品等） 円

合計 円

上記職種以外
(旅費）

円

区分
補助事業等に
要する経費

特別支援・共生社会
サポーター

(謝金、旅費）
円

学習支援員
(謝金、旅費）

円

協働活動リーダー
(謝金、旅費）

円

協働活動サポーター
(謝金、旅費）


